資料①


２０２２　年　度　事　業　報　告　書

2022年（令和4年）4月1日から2023年（令和5年）3月31日まで

特定非営利活動法人西中国山地自然史研究会

１　事業の成果
　西中国山地自然史研究会は、環境保全・里山文化の継承・生物の多様性などの観点から西中国山地の豊かな自然環境を保全し、地域社会に貢献することを目的に活動をしている。

　教育事業では、自然観察会や学校の授業の受け入れを主に進めた。「冬のインストラクター養成講座」（地域商社あきおおた）のガイド養成講座開催や、里山バイオマス事業（広島県）に関わるワークショップ支援など、講師派遣の事業も増加した。それに伴い、各職員にマッチした研修や技術取得が不可欠である。調査・研究事業では、専門員の調査が植物・昆虫分野と増加し、新たな知見に期待が高まった。保全活動では、ひろしまの森づくり事業1年目（みどりの広場）を実施し、新たな場所の森林整備に着手した。また2022年度に一番力をいれたのは、里山コモンズ事業で、NPO 基盤強化助成（セブン-イレブン記念財団 環境市民活動助成）で里山を持つ人と、使いたい人とを結ぶプラットフォーム構築をスタートした。芸北地域では過疎化・高齢化の進行とともに、地主不在の山林が増え、里山の放棄だけでなく、土地の散逸が懸念され、森林の適切な利用や管理を、所有者個人が背負うには限界があるため、次世代型の管理形態が求められるという課題がある。この助成金をきっかけに組織基盤を強化し、多様な組織や団体、個人と連携を図り「里山コモンズの構築」に3年間かけて挑戦したい。また、雲月山の草原保全事業では、山焼きの体制を再整理すべく協議を開始した。ボランティアの安全管理や山焼き運営について、地域・NPO・行政で体制を強化することを確認した。高原の自然館運営事業では、コロナの影響が薄れ、来館者が少しだけ増加した中で来館者対応、情報発信を継続して行なった。新規事業として元気さとやま応援プロジェクト補助金（広島県）に採択され、昆虫と植物標本の作成ができる人材育成を実施し、これまで着手できていなかった標本を蓄積していくしくみを構築できた。地域づくり支援事業では、高校の魅力化のためのコーディネーター派遣、地域振興協議会における地域ビジョンの概要版作成に参画し、自然や教育に関する視点で地域に貢献できた。
2022年8月には北広島町がゼロカーボンタウン宣言を行い、気候変動へのアクションの必要性が高まっている。森林や里山の豊かさが見直されている今、協働の力で保全と活用を考え、生物多様性を保持することに力をそそぎたい。その一方で、事業に伴う事務量が多くなっており、事業と運営のバランスの検討も必須である。
２　事業の実施に関する事項

(1) 特定非営利活動に係る事業
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	教育事業
	自然史科学の普及に寄与するため、観察会・学校授業・ツアー受け入れなど必要な活動を行なった。
	自然観察会/18回
小中学校授業など
	広島県内
	30人
20人
	一般市民等

386人
学校
のべ300人
	1,468,241
	

	
	自然保護のための調査・研究および活動事業
	自然史科学の普及に寄与するため、研究・調査を企画し、必要な事業を行なった。
	通年
	北広島町内
	6人
	不特定多数
	19,762
	

	
	自然保護・活用のための保全活動
	・地域住民・ボランティアと恊働で里山や草原などの生態系、およびブッポウソウ・サクラソウなどの希少種保全活動を行った。

・森林整備、里山保全を目的とした芸北せどやま再生事事業と森づくり事業（みどりの広場）を担った。
	草原保全活動/年7回
希少種保全/通年
森林整備/6月〜12月

せどやま事業/通年

	北広島町内

	 117人

	一般市民等
芸北せどやま再生事業の成果

受け入れ状況802トン（3,049,108円）

地域通貨発券：2467枚

回収：2,206枚

事業収入688トン

（9,716,839円）

登録林家実働数:35人

登録27店舗
	22,456,576
	

	
	自然保護のための情報発信事業
	西中国山地の自然や活動の情報をインターネットや研修会などで発信した。
	通年
	広島県内
	3人
	不特定多数
	163,279  
	

	
	高原の自然館が開催する事業への参加・協力事業
	高原の自然館内での展示・案内業務。または学習資料の開発、教育普及プログラムの開発など、教育普及活動および必要な活動を支援した。
	通年
	事務所・広島県内
	5人
	高原の自然館利用者：4,632名（前年度は3,392名・コロナ前は6,000名前後）
	3,108,531
	

	
	環境保全に関する物品の製作・販売
	自然史科学の普及のために必要な物品を作成した。物品や書籍等を販売した。
	通年
	事務所
	2人
	不特定多数
	50,050
	

	
	地域づくり支援事業
	地域づくりに関わる会議の出席や、学校の学習支援を行なった。
	通年
	事務所・芸北地域内
	2人
	不特定多数
	1,020,419
	


